






54年 ₈ 月 ₄ 日条約第 ₆号，以下「社会権規約」と略す。］，市民的及び政治的権利に
関する国際規約［昭和54年 ₈ 月 ₄ 日条約第 ₇号，以下「自由権規約」と略す。］），お






































































































































































































































































































et al., Manual on Human Rights Reporting, United Nations, 1997）として位置づけられ
ている。子どもの権利条約についての国際機関による解説書等において
も，各規定の解釈にあたり子どもの権利委員会の総括所見が参照される
ことが少なくない（たとえば，UNICEF, Implementation Handbook for the Convention 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































し，子どもの利益を正当に重視すること」（OHCHR et. al., Manual on Human 









































































































































































































































要請している（25条 ₁ 項，28条 ₂ 項（c），67条 ₁ 項（c），68条 ₁ 項および69条 ₂ 項）。
（ ₃）さらに，オーストラリア最高裁判所は，1995年 ₄ 月 ₇ 日，子ど
もと家族を残して退去強制命令を出された男性からの司法審査請求事件































































　注 ［23］米州人権裁判所・勧告的意見 OC.21/14（2014年 ₈ 月19日），パラグラフ
280参照。ちなみに，パラグラフ280の関連事項は以下の通りである。
　＊ 米州人権裁判所「子どもの法的地位および人権に関する勧告的意見」（OC.21/14，
2014年 ₈ 月19日）https://www.refworld.org/cases,IACRTHR,54129c854.html
　　 「……子どもが当該国に永住する法的条件を満たしている状況においては，子ど
もが当該国において家族生活を享受し続ける権利，および，当該権利の構成要
素として親子が同居することの相互の享受を保全できなければならないことは
自明である。……」
　注［24］移住労働者権利委員会・一般的意見 ₂号（2013年），パラ50参照。
また，同一般的意見の以下のパラグラフも，本件に深く関連する。
「出身国における家族再統合は，そのような帰還が子どもの人権侵害
につながるであろう『合理的おそれ』がある場合には追求されるべきで
はない。出身国における家族再統合が子どもの最善の利益にかなうもの
ではない場合または帰還を妨げる法的その他の障壁のために不可能であ
る場合は，子どもの権利条約第 ₉条および第10条に基づく義務が発動さ
れるのであり，このような場合における，家族再統合に関する国の決定
はこれらの義務によって規律されるべきである。親がその子どもと再統
合できるようにし，かつ（または）子どもの最善の利益に基づいて親の
地位を正規化するための措置を整備することが求められる。国は，子ど
もの最善の利益にのっとって家族再統合手続を迅速なやり方で終了させ
99
るため，このような手続を容易にするべきである。国は，家族再統合を
確定する際，最善の利益認定手続を適用するよう勧告される。」（パラグ
ラフ35）
５　国の主張は，この点について，親子不分離原則を理由にして，親を
強制送還するしかない以上，子どもも多少の困難があるとしても送還す
るほかないというような趣旨であるが，すでに述べたように，この主張
は子どもの最善の利益を考慮した親子不分離原則の重視とは言えないの
である。
国の主張は，原告子らが環境の変化に対する順応性や可塑性に富む年
齢にあるから，たとえ本国に帰国した当初，言語や生活習慣の面で多少
困難があるとしても，現地での生活を経験することにより，時の経過と
ともに，言語や生活習慣を身に付け，十分に生活環境になじみ得るもの
と考えられるというものであるが，この主張は，希望的観測に過ぎず，
子どもの送還が子どもの心身の発達に対し及ぼす悪影響を十分に検討し
ているとはとうてい評価することができない。このような認識は子ども
の最善の利益原則を十分に踏まえたものとは言えず，子どもの権利条約
で保障されている種々の権利を侵害するおそれがあるものである。
原告らの状況からすれば，退去強制が執行されることになれば，子ど
もの最善の利益が確保しえないことは明白である。本件の審理において
は，子どもの権利条約の趣旨や規定を踏まえ，この点を十分に審理する
ことが求められている。とりわけ，何度も繰り返しているように，子ど
もの意見を聴かずして判断することは許されない。
なお，国は，18歳を過ぎているので子どもの権利条約の適用外という
主張もしているが，当該人も人生の大部分を日本文化のなかで過ごして
いるのであり，「子ども・若者育成支援推進法」（平成21年法律第71号）に
おいては，「……児童の権利に関する条約の理念にのっとり」（第 ₁条），
「子ども・若者について，個人としての尊厳が重んぜられ，……その意
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見を十分に尊重しつつ，その最善の利益を考慮すること。」（第 ₂条）と
して，意見の尊重や最善の利益考慮の対象を18歳未満に区切らず，子ど
も・若者育成支援の基本理念にしていることを忘れてはならない。
第 ５　結語
国および裁判所には，本件において争われている在留特別許可に関わ
る処分の合法性について判断するにあたり，以上申し述べてきたような
形で国際人権規約や子どもの権利条約等の人権条約の規定を適用する義
務が存する。現行出入国管理制度の枠内で形式的に人権条約の規定を参
照するという国の姿勢は，憲法98条 ₂ 項にいう条約の誠実遵守義務に照
らして許されない。憲法の要請に基づき，人権条約に照らした判断が行
なわれることを望む。さらに，児童福祉法をはじめ国内法で「児童の権
利に関する条約の趣旨」にのっとり，子どもの権利（とりわけ，子どもの
最善の利益を第一義的に考慮し，そのさい子どもの意見を聴きそれを尊重すること）
を尊重する近年の法制定・改正に趣旨にも反するのである。
